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公衆衛生活動報告

「高齢者が仕事として担うフレイル予防教室運営」の普及可能性と課題：
埼玉県シルバー人材センター連合本部の取組
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目的　埼玉県シルバー人材センター（以降， シルバー）連合本部と東京都健康長寿医療センター研

究所は， 2018年より，「シルバー会員が仕事として対価を得ながらフレイル予防教室の運営を

担う」という事業モデルの普及活動を行ってきた。本活動報告では， その取組内容を報告する

とともに， 各シルバーの事業実施状況から同モデルの普及可能性を検討し， 課題を整理する。

方法　教室の事業化を促すため， 埼玉県内全58のシルバーに対し次の取組を行った：①運動・栄

養・社会面に働きかける教室プログラム・教材の提供， ②フレイル予防サポーター養成研修

（3 日間×4 ブロック/年）の開催， ③事業に関する情報交換会の開催（1 回/年）， ④事業実施

に関する相談支援。シルバー職員を対象に事業実施状況に関するアンケート調査を行い， 普

及可能性について， 採用， 実施， 継続の視点で評価した。また， 事業実施にあたっての課題・

疑問点について， 自由記述をコードとして内容の類似性からサブカテゴリーを， サブカテゴ

リーの類似性からカテゴリーを作成し， 課題を類型化した。

活動内容　採用については， 全58のシルバーのうち， 2018年から 5 年間で43のシルバー（74.1%）

がフレイル予防サポーター養成研修に参加し， 34のシルバー（58.6%）が事業実施に至った。

実施については， 23のシルバー（39.7%）がフレイル予防サポーターへ対価が支払われる形で

事業を実施した（事業を実施したシルバーの67.6%）。継続については， 2021年までに事業を

開始した28のシルバーのうち， 21のシルバー（75.0%）が 2 年以上事業を継続した。実施にあ

たっての課題は，【事業の始め方に関する課題】【サポーターに関する課題】【新規参入に関す

る課題】【教室運営に関する課題】に類型化された。

結論　半数以上のシルバーが事業を実施したこと， 40% のシルバーが対価を伴う形で実施したこ

と， 事業を実施したシルバーの75% が事業を継続したことから， 同モデルの他地域への普及

可能性が示された。一方で， 実施にあたっては， 前述の 4 つの課題も浮き彫りとなった。同

モデルは， 地域におけるフレイル予防の担い手が増える， 高齢者にとって魅力のある就業機

会の創出につながる等の波及効果が期待できる。今後は， 浮き彫りとなった課題への対策を

検討し， 更なる普及を目指す。
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Ⅰ  ま え が き

フレイルとは，「加齢とともに生活習慣病の発

症・重症化， および様々な心身機能低下の影響が加

わり， 自立した生活を送るための基礎となる生活機

能が低下し， 要介護状態となる危険性が高くなって

いる状態」のことである1)。転倒・骨折や入院など

の負の健康アウトカムを招きやすい一方で， 適切な
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介入による可逆性も有する状態でもあり2)，「運

動， 栄養， 社会参加」はその予防・改善のための有

効な手段の一つであると考えられている3,4)。

フレイル予防につながる地域環境整備の社会的重

要性が高まる中， 筆者らは兵庫県養父市と協働し

て， 行政区ごとにフレイル予防の拠点（フレイル予

防教室）づくりを行ってきた5)。具体的には， フレ

イル予防教室（以降， 教室）の担い手不足を解消す

るために，「研修を受けたシルバー人材センター

（以降， シルバー）の会員が仕事として市内の各地

に出張して教室を一定期間運営し， 地区住民による

自主運営化につなげる」という仕組みをつくり，

2014年から実践してきた。その結果， 取組を開始

してから2022年までの 8 年間で， 1）64% の地区が

教室を開設し， 2）教室開設地区に住む高齢者の

33% が参加， 3）教室参加者でフレイルのリスク5)

および新規要介護認定の発生リスク6) が半減したこ

とが示された。

上記の事例から，「シルバー会員が仕事として教

室の運営を担う」という事業モデルは， 教室の普及

率や参加率， 効果という面で有用であり， 住民ボラ

ンティアの育成・組織化， 民間事業者への委託に加

わる第三の選択肢として， 同モデルがフレイル予防

の担い手問題の解決策の一つとなり得ることが示唆

される。また， 同モデルは， 健康づくりという新た

な分野に高齢者就労の受け皿を広げることもできる

ため， 昨今の社会課題とされる， フレイル予防とプ

ロダクティブエイジングの両面を促進し得る有意義

なものと考えられる。しかし， 養父市での取組は行

政の企画に養父市シルバーが協力する形でスタート

し， 行政からの委託費やサポートがある中での実施

であったため， 他自治体のシルバーにおいても同様

に事業化され， 採算がとれる形で実施可能か否か，

すなわち同モデルの普及可能性については検討の余

地が残されていた。

一方， 公益財団法人いきいき埼玉（埼玉県シル

バー人材センター連合の本部， 以降， 連合本部）と

東京都健康長寿医療センター研究所（以降， 研究

所）は， 2018年度より埼玉県内で同モデルを普及す

るための取組を行ってきた。本活動報告では， その

取組内容を報告するとともに， 取組開始から2023
年までの各シルバーの事業実施状況から同モデルの

他地域における普及可能性を検討し， 課題を整理す

る。

Ⅱ  方 法 と 対 象

1. 取組の実施主体および対象フィールド
埼玉県シルバー人材センター連合は， 連合本部と

58のシルバーで構成されている（2018年時点）。本

取組では， 連合本部が取組の実施主体となり， 全58
のシルバーを普及の対象とした（会員数：47,089
人， 2018年度末時点）。

埼玉県では， 2007年度から10年間でシルバー会

員の平均年齢が 3 歳上昇し， 会員数が2010年度の

51,891人をピークに減少し続けていた。また， 新規

入会者のうちホワイトカラー層は約30% であった

のに対し， 事務系職種の提供割合は 5 % に過ぎな

いといった実態があった（連合本部調べ）。こうし

たことから， 2017年当時， 連合本部は会員の高齢

化や会員数の減少， および， ホワイトカラー層の

ニーズに対応する必要性を強く認識していた。その

ような状況下で， 連合本部が養父市での取組を知

り，「教室の事業化が， 会員をはじめとする地域住

民の健康寿命の延伸および魅力ある職域の開拓につ

ながるのではないか」という着想に至った。その

後， 養父市への視察やモデル事業を経て， 連合本部

が実施主体， 研究所が協力という形で2018年に普

及に向けた取組を開始した。

2. 取組内容
1) 教室プログラム・教材の作成

研究所が開発し， ランダム化比較試験（random-
ized controlled trial; RCT）によって効果が検証され

た， 運動・栄養・社会プログラムから成る「フレイ

ル予防プログラム」4) をベースに， 非専門家が教室

を担うことをふまえてアレンジされた養父市版のプ

ログラム5) をさらに改良した埼玉県版プログラム

（図 1）を作成した。

運動プログラム（約45分）は， 準備体操， 協調性

を養うコーディネーション運動， ストレッチ， 下肢

を中心としたレジスタンス運動で構成された。栄養

プログラム（約15分）は， 食品摂取の多様性の向上

を目的とし， 各食品群に含まれる栄養素とその働き

や多様な食品を摂る重要性に関する紙芝居やクイ

ズ， 食品摂取多様性スコアを用いた食事内容の自己

チェック等で構成された。社会プログラム（約15
分）は， 参加者同士の交流を深め， 参加へのモチ

ベーションを高めることを目的とし， 心地よい雰囲

気づくりのためのコミュニケーションゲーム等で構

成された。

養父市版からの主な改良点は， 和室等， 椅子がな

い会場においても開催が可能となるよう， レジスタ

ンス運動やストレッチを椅子編とたたみ編の 2 種類

作成した点， 昨今重要視されている口腔機能向上の

ための口腔体操を栄養プログラムに加えた点， 埼玉

県独自の内容になるよう， 埼玉県の郷土かるたを用

いたコミュニケーションゲームを社会プログラムに
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加えた点であった。

一定の精度のもとでシルバー会員が教室を運営で

きるよう， プログラムの進め方をセリフ付きでまと

めた「フレイル予防で健康寿命をのばそう シルバー

人材センター就業指南書」（以降， 指南書）， およ

び， 運動プログラムの各種体操を実演した DVD を

作成した。

各シルバーには， 1 回60分または90分の内容で構

成された20回コースを基本とするプログラムを配布

した。なお， 教室は住民向けまたは会員向けに開催

することとし， いずれもプログラムは同一のものと

した。

2) フレイル予防サポーター養成研修（以降， 養

成研修）の開催

教室の担い手を養成するために， 埼玉県内の東西

南北 4 つのブロックごとに， シルバーの会員および

職員を対象にした 3 日間（計13.5時間）の養成研修

を2018年より毎年開催した（2020年は新型コロナ

ウイルス感染症流行のため中止）。養成研修では研

究所の研究員が講師を務め， 指南書をもとにフレイ

ル予防のポイントや教室の進め方について講義を

行った後， 進行役と参加者役に分かれてロールプレ

イを繰り返し行った。研修終了時にはフレイル予防

サポーター（以降， サポーター）認定書を付与し

た。

図 1 フレイル予防教室の基本プログラム（60分 / 回・20回コース）
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3) 情報交換会の開催

教室の事業化に取り組んでいる， あるいは取組み

たいと考えているシルバーの会員や職員を対象に，

情報交換会を2019年より年に 1 回開催した。情報

交換会では研究所の研究員がファシリテーターを務

め， 各シルバーにおける事業実施状況や課題を共有

し， 課題解決に向けて意見交換を行った。

4) 相談支援

事業に取組む中で生じた質問については， 連合本

部が窓口となり， 各シルバーの職員から相談を受け

付け， 対応した。プログラムに関する専門的な内容

に対する問い合わせについては， 連合本部を通して

研究所が回答した。

3. 評価方法
公衆衛生活動の評価枠組みである RE-AIM モデ

ル7,8) の各項目うち， 普及可能性の評価に有用と考

えられる 3 つの項目， Adoption（採用）， Implemen-
tation（実施）， Maintenance（継続）について評価

した。なお， Effectiveness（効果）については， 教

室の安全性， アドヒアランス， 潜在的有効性の検証

を目的に実施した予備的ランダム化比較試験の結

果， サポーターの認定証を有するシルバー会員に

よって提供された 1 回/週， 全 8 回の教室により，

参加者の敏捷性， バランス， 食品摂取多様性が有意

に改善したことを報告済みである9)。

1) Adoption（採用：どれ程のシルバーが事業を

実施したか）

全58のシルバーのうち， 事業化（会員が担い手と

なり， 住民あるいは会員向けに教室を開催）したシ

ルバーの割合を求めた。なお， 活動状況を把握して

いく中でシルバーの規模によって取組状況に差があ

るとの推測がなされたため， 会員数の 3 分位で全シ

ルバーを 3 グループに分類し， 養成研修への参加割

合， 事業の実施割合について χ2 検定を行うこと

で， シルバーの規模と取組状況との関連性を検討し

た。 統 計 解 析 は SPSS statistics version 26.0（IBM 
Corp., Armonk, NY, USA）を用いて行い， 有意水準

は 5 % とした。

2) Implementation（実施：どのように実施され

たか。対価を伴う形で， 事業が実施されたか）

各シルバーに対するアンケート調査を2018年度か

ら2023年度にかけて毎年実施し， 教室の開催状況

（回数， 時間， 参加費， 謝礼の支払い状況）を調査

した。また， 教室の事業形態については2023年度

に調査を行った。

3) Maintenance（継続：単年度で事業が終了せ

ず， 継続されるか）

事業を開始したシルバーのうち， 2 年以上事業を

継続しているシルバーの割合を求めた。

4. 事業を実施するうえでの課題の抽出
2021年から2023年度にかけて実施した， 事業の

実施状況に関するアンケート調査の中で， 事業実施

にあたっての課題・疑問点について自由記述で回答

を求めた。自由記述をコードとして内容の類似性か

らサブカテゴリーを， サブカテゴリーの類似性から

カテゴリーを作成した。なお， 同一のシルバーから

複数年にわたり同じ回答があった場合， それぞれを

別のコードとして取扱った。分析は 2 人の著者が独

立して行い， 合意が得られるまで協議した。カテゴ

リーは【　】， サブカテゴリー〔　〕， コード＜　＞

と記す。

5. 倫理的配慮
本研究における各シルバーの担当職員へのアン

ケート調査は， 事例研究会に付随して， 連合本部の

事業の一環として実施された。事例研究会開催にあ

たり， 第 1 著者が調査データ（連合本部事業として

の一次データ）を入手し， これらのデータの本研究

への二次利用と分析結果の公表について， 連合本部

から承認を得た。

なお， 連合本部の事業としての一次データの入手

には倫理審査が不要であるが， データの研究利用

（二次利用）について倫理委員会の承認を得るた

め， 東京都健康長寿医療センター研究倫理審査委員

会に付議した。その結果， 本研究は当委員会が定め

る「倫理審査委員会に諮る必要がない研究」の緒条

件に該当したため， 当委員会において研究倫理審査

が不要である研究として判断された。

Ⅲ  活 動 結 果

1. Adoption（採用）
全58のシルバーのうち， 2018年から 5 年間で43

のシルバー（74.1%）， 353人が養成研修に参加し

た。そのうち， 事業実施に至ったのは34のシル

バー（58.6%）であった（養成研修に参加したシル

バーの79.1%， 図 2 参照）。シルバーの規模別（小：

会員数 312人以下， 中：313–797人， 大：798人以

上）にみると， 養成研修への参加割合はそれぞれ

47.4%， 80.0%， 94.7%（P ＜0.001）， 事業の実施割

合は5.3%， 65.0%， 68.4% であった（P ＜0.001）。
2. Implementation（実施）
全58のシルバーのうち， 23（39.7%）のシルバー

が最低賃金程度もしくはそれ以上の対価（配分金）

を伴う形で事業を実施した（事業を実施したシル

バーを母数とした場合67.6%， 図 2 参照）。

次に， 取組開始から 5 年間における教室の開催状

況を表 1 に示す。21のシルバー（36.2%）が会員向
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けの教室を， 18のシルバー（31.0%）が住民向けの

教室を開催した。会員向け教室は， 60分未満で 1
回のみの単発， 参加費は「なし」というものが多数

を占めた。住民向け教室は， 60分以上の10回コー

スが多数で， 1 回あたりの参加費は「なし」と「200
円以上」に二極化した。

事業の実施形態については， 2022年度に実施され

た事業のうち， 会員向け教室は15事業で， すべてが

「シルバーの事業」として実施された。住民向け教

室は55事業で， そのうち，「独自事業（依頼を受け

て会員が就業するのではなく， シルバーが自ら創出

し， 経営している事業）」が52.7%，「自治体からの

委託」が23.6%，「自治会からの依頼」が12.7%，

「指定管理の自主事業」が9.1%，「シルバーの事業」

としての実施が1.8% であった。

3. Maintenance（継続）
2021年までに事業を開始した28のシルバーのう

ち， 21のシルバー（75.0%）が 2 年以上事業を継続

した。

4. 事業を実施するうえでの課題
実施にあたって各シルバーが抱いた課題・疑問点

については， 2021年から2023年までの 3 年間で24
のシルバーが回答した（各年度それぞれ 9， 14， 14
のシルバーが回答）。

表 2 に示す通り， 68コード， 13サブカテゴ

リー， 4 つのカテゴリーが生成された。【事業の始

め方に関する課題】として〔事業化にあたっての漠

然とした不安〕〔新規事業に対する職員の意識づけ〕

といった内容が挙げられた。【サポーターに関する

課題】として〔サポーター確保の難しさ〕〔説明の

個人差〕といった課題やサポーターの〔資質向上へ

表 1  取組開始から 5 年間における教室の実施状況

会員向け教室 住民向け教室※

21シルバー人材 
センター

18シルバー人材 
センター

103事業 154事業

教室の回数， %
　1 回 80.6 26.6
　2–9回 10.7 19.5
　10回 7.8 50.6
　11回以上 7.8 2.6
　不明 0.0 0.6
教室 1 回あたりの時間， %
　60分未満 60.2 3.7
　60分 11.7 35.1
　60分以上 26.2 57.8
　不明 1.9 3.2
教室 1 回あたりの参加費， %
　なし 95.1 42.2
　1～100円 1.9 14.8
　101～200円 2.9 10.9
　201円以上 0.0 31.6
　不明 0.0 0.0

2018年～2022年度における事業実績を合計
事業数に占める各カテゴリーの割合を示す
※会員が参加可のも含める

図 2 事業実施に至ったシルバー人材センター数（累積）の推移
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の取組方法〕に関するニーズが出された。【新規参

入に対する課題】では，〔自治体事業等との競合に

よる新規参入の難しさ〕といった課題に対して〔自

治体等からの委託の得方〕を知りたいといったニー

ズも出された。【教室運営に関する課題】では〔効

果的な教室参加者募集〕〔採算のとれる教室運営の

方法〕〔新たなプログラムの要望〕〔参加継続に向け

た工夫〕〔複数回コースへのステップアップに向け

て〕〔教室終了後の展開について〕が挙げられた。

なお， 取組状況別にみると， 事業未実施のシル

バーでは【事業の始め方に関する課題】が， 取組開

始後数年が経過したシルバーでは【教室運営に関す

る課題】の中でも〔新たなプログラムの要望〕が多

く挙げられた。また， 対象者別にみると， 住民向け

表 2 担当職員が抱く事業化にあたっての課題・疑問点

カテゴリー サブカテゴリー コード（具体的記述例）

事業の始め方
に関する課題

事業化にあたっての漠
然とした不安

事業を進めることになった場合， 何から始めればいいか

具体的な開催方法等がわからず不安な状況

新規事業に対する職員
の意識づけ

新しいことを進めるためには， 前向きな職員が必要

サポーターに
関する課題

サポーター確保の 
難しさ

研修を受講した会員が高齢化や家庭の事情等により退会し，  現状 2 人のサ
ポーターしかいない

新規サポーターが増えない

他の就業と両立が難しく， 断念してしまうことが多々ある

フレイルの宣伝を行っているが， なかなか興味を持ってもらうことが出来ない

資質向上への取組方法
サポーターのスキルアップ方法

サポーターの勉強会を実施しているシルバーがあれば， 取組について知りたい

説明の個人差 サポーター説明の個人差

新規参入に関
する課題

自治体事業等との競合
による新規参入の難し
さ

市ではすでに同様のインストラクター（ボランティア）を養成しており， 新
しく入り込む余地に乏しい

町では高齢者を対象とした事業が多く， 参入する余地があるのか不安

自治体等からの委託の
得方

教室の売り込み（セールス）の仕方を知りたい

どのように市とタイアップしているか

どのように市から仕事をいただいているか

市や関係団体から委託を受ける場合， どういった経緯で事業として実施する
ことになったのか

教室運営に関
する課題

効果的な教室参加者
募集

効果的な参加者募集方法

採算のとれる教室運営
の方法

参加費の決定方法を知りたい

収入および支出〈配分金・会場費・保険等〉の内訳について

参加費を基にどのようにフレイル予防事業を運営しているかを知りたい

自治体との関りがないので， 場所の確保や配分金の支払いをどうしていくか

教室の開催には練習や教材の準備が必要だが， 会員はボランティアで行って
いるのか

新たなプログラムの
要望

だんだんとメニューがマンネリ化してきている

新しいコーディネーション運動を教えてほしい

社会プログラムで皆にゲーム等を考えて頂けたらいい

参加継続に向けた工夫 参加者に継続して来てもらうために工夫していること

複数回コースへのス
テップアップに向けて

「試しに 1 回」や「開催されるイベントの内の 1 コマ」等， 単発の依頼が多い

他シルバーでは効果を得るためにどれくらいの期間継続的に実施しているか

10回・20回コースへのステップアップをどう進めれば良いか

自治会等の発注者から複数回コースを受注する良い方法

教室終了後の展開に
ついて

受講生のサークル化の展開事例
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教室を実施するシルバーからは，【新規参入に対す

る課題】が多く挙げられた。

Ⅳ  考 察

本活動報告では， 取組の概要を報告するととも

に，「シルバー会員が仕事として教室の運営を担う」

というモデルの普及可能性を， 採用， 実施， 継続と

いう観点から評価した。ここでは， それぞれの評価

側面から， 普及可能性や普及にあたっての課題につ

いて考察を深める。

1. 本モデルの普及可能性
マーケティング理論の一つであるイノベーター理

論10) によると， 新しい商品やサービス・アイデア

は， ①冒険的で新しいアイデアへの関心が高い「イ

ノベーター」（全体の2.5%）と呼ばれる層から採用

され始め， 次第に②新しいアイデアを思慮深く採用

し， オピニオン・リーダーシップを有している「初

期採用者」（13.5%）， ③トレンドに乗り遅れたくな

いが慎重派である「初期多数派」（34.0%）， ④イノ

ベーションに対して懐疑的で導入側が多数派だと確

証を得てから採用する「後期多数派」（34.0%）へ

と広がり， 最後に⑤新しいモノに全く興味を持たな

い層である「ラガード」（16.0%）に達するとされ

ている。また， イノベーションが広く普及するかど

うかは，「イノベーター」と「初期採用者」を合わ

せた“16% の壁”を超えるかどうかが鍵になると

されている10)。この理論は， 社会学やビジネス， 公

衆衛生などの分野で広く用いられており， 16% が

普及可能性を判断する上での一定の価値基準になり

得ると考えられる。そこで， 本活動報告では，「シ

ルバー会員が仕事として対価を得ながらフレイル予

防教室の運営を担う」という試みをイノベーション

と捉え， 同理論に基づき， 本モデルの実施状況を評

価することとした。なお， 今回は， 今後の可能性を

鑑み「実施に重点を置いた場合」と， 当初の目的で

ある「対価を伴うことに重点を置いた場合」の 2 段

階で評価することとした。

1) 実施に重点を置いた評価

今回の取組では， モデル事業実施後， 2018年から

5 年間で58.6% のシルバーが事業実施に至った。こ

の採用状況をイノベーター理論に照らし合わせる

と，“16% の壁”をはるかに超え，「初期多数派」

や「後期多数派」という保守的な層にまで取組が普

及したと考えられる。前述の通り，「初期多数派」

はトレンドに乗り遅れたくないが慎重派であり，

「後期多数派」はイノベーションに対して懐疑的で

導入側が多数派だと確証を得てから採用するという

特徴があるとされている10)。今回の取組では， 毎年

情報交換会を開催し， 事業にいち早く着手したシル

バーにオピニオンリーダーとして事業実施のメリッ

ト等を発表してもらったり， すでに多くのシルバー

で取り組まれていることを伝えたりしたことが， こ

うした層に対する普及を促したのではないかと考え

られる。

2) 対価を伴うことに重点を置いた評価

今回の取組では， 5 年間で39.7% のシルバーが対

価を伴う形での事業実施に至っており，“16% の

壁”を超えていた（事業化したシルバーを母数とし

た場合67.6%）。

本取組は，「高齢者が対価を得ながら教室運営を

担う」というモデルの普及を目的としたものである

ため， シルバー会員に謝礼が支払われるか否かを一

つの評価軸とした。シルバーではボランティア活動

にも取り組んでおり， 会員の自主性・自発性のもと

に教室が行われるのであれば謝礼の支払いは必須で

はない。しかし， 事業の広がりや魅力的な仕事を創

るという観点から， 謝礼が支払われるような事業の

企画を各シルバーに促してきた。その結果， 採算が

とれるよう各シルバーが工夫を凝らし， また， 情報

交換会で工夫点を共有したことが， 対価を伴う形で

の事業化につながったと考えられる。無償ではな

く， 有償の事業とすることにより， 教室を担当する

シルバー会員の動機や関与の高まりが期待できるこ

とから， 持続可能な事業にするうえで有償化は重要

な要素と言える。

以上のように，“16% の壁”を超えて事業が普及

したこと， また， 対価を伴う形で事業が実施された

こと， また， 事業を実施したシルバーのうち75.0%
が 2 年以上事業を継続したことから，「シルバー会

員が仕事として教室の運営を担う」というモデルの

普及可能性が示された。

2. 普及にあたっての課題
第一に，【事業の始め方に関する課題】として，

〔新規事業に対する職員の意識づけ〕の必要性が挙

げられた。事業化にあたっては， 事業の性質上， 人

材確保， 参加者募集， 教室の企画や質の担保， 経理

をはじめとした教室運営など， 職員が担う役割が大

きい。そのため， 今回の取組では会員向けの養成研

修に職員の参加を促した。一方で，〔事業化にあ

たっての漠然とした不安〕も挙げられており， これ

は養成研修が会員向けであったため， 職員が事業を

企画するための学びが不足したと推測される。今

後， 同モデルを普及していくには， 養成研修の内容

を見直すとともに， 教室開催にあたっての不安が軽

減されるよう， 事業化の手順を明確に示す必要があ

る。
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第二に，【サポーターに関する課題】では， 人材

確保の難しさや， サポーターによる説明に個人差が

ある等， 資質向上に関する課題が挙げられた。今回

の取組では， とくに小規模のシルバーで養成研修へ

の参加や事業実施に至りにくいことが確認されてお

り， 人材の確保が事業実施の障壁になっていると考

えられる。あわせて， 会員に興味を持ってもらうこ

との難しさも指摘されており， 今後は， 連合本部が

掲げる魅力ある仕事づくりという理念に叶うよう，

会員にフレイル予防の重要性を認知してもらい， サ

ポーター業務が魅力的なものと感じてもらえるよう

な働きかけが必要と考えられる。一方で， 本取組で

は， ボランティアではなく仕事として実施すること

から， 提供されるサービスのクオリティーが求めら

れる。これを担保するには，〔説明の個人差〕の解

消が重要であり， そのためにはサポーターの〔資質

向上への取組方法〕も検討していく必要がある。

第三に， 自治体や関係団体が実施する既存事業と

の競合といった【新規参入に関する課題】が挙げら

れた。実際に， 2014年以降， 厚生労働省は住民主

体の「通いの場」づくりを推進しており， 1,699市
町村で合計145,641箇所の「通いの場」が存在して

いるとされる（2022年時点）11)。したがって， 各シ

ルバーが抱く新規参入の困難感は当然のものと考え

られる。しかし， 参入の余地がないわけではない。

報告されている「通いの場」11) のうち週 1 回以上の

実施は38.9% に過ぎず， 約 6 割は介護予防効果の観

点では十分な開催頻度に至っていない。したがっ

て， 介護予防効果を高めるために一部の運営をシル

バーに依頼して開催頻度を高める， という事業の活

用方法も考えられる。また， どの地域にも「通いの

場」があるわけではなく，“ボランティアなどの担

い手がいないために開催できない”，“自治体として

は戦略的に「通いの場」を立ち上げたいが， 自然発

生的には立ち上がらない”というケースもあり， そ

のような地域にこそ， シルバーが参入する余地があ

ると考えられる。今後， 同モデルを普及していくに

は， 活用場面を明確にした上で， シルバーによる教

室運営が高齢者就労にもつながるという付加価値を

最大限にアピールしていく必要がある。

第四に，【教室運営に関する課題】では，〔採算の

取れる教室運営の方法〕を知りたいといった要望が

多く挙げられた。活動結果に示す通り， 今回の活動

では住民向け教室の54.5% が委託を受けていないと

いう実態がある中で， 教室運営にあたり資金の問題

が大きな課題であることが伺われる。そこで， 普及

拡大の際には， 採算がとれているシルバーの好事例

を示すことにより， 採算をとるノウハウを共有する

必要がある。

3. 本活動の限界と今後の展望
本活動は一つの市区町村に留まらず， 埼玉県全域

での広域的な取組であったという長所がある一方

で， 研究所からのサポートを得やすい距離にある県

での実践であったという限界点が挙げられる。本活

動では， 教材作成やサポーター養成研修を研究所の

研究員が行っており， 他地域での展開にあたって

は， 研究所が担うサポート体制の広域化， および，

研究所の代わりとなるサポート体制の構築が必要と

考えられる。

また， 本活動では小規模のシルバーでの事業化に

も限界点があった。その背景として， 小規模なシル

バーではサポーターとなる会員が少ないだけでな

く， 事業化を支える職員も少ないという現状があ

る。このような状況下で， 今後， 本モデルを小規模

のシルバーにも普及させるためには， 近隣のシル

バーとの連携を図り共同で事業を行うなど， 事業の

広域化・効率化の必要性も考えられる。

Ⅴ  結 論

「シルバー会員が仕事として教室の運営を担う」

というモデルの普及に取り組んだ結果， 半数以上の

シルバーが事業を実施したこと， 40% のシルバー

が対価を伴う形で事業を実施したこと， 事業を実施

したシルバーの75% が 2 年以上事業を継続したこ

とから， 同モデルの他地域への普及可能性が示され

た。一方で， 実施にあたっては，【事業の始め方に

関する課題】【サポーターに関する課題】【新規参入

に関する課題】【教室運営に関する課題】という 4
つの課題が浮き彫りとなった。同モデルには， 地域

におけるフレイル予防の担い手の確保という目的の

もと， 現状の住民ボランティアの育成・組織化， 民

間事業者への委託に加わる第三の選択肢となるとい

うメリットがある。また， 高齢者にとって魅力のあ

る就業機会の創出につながることが期待されるとと

もに， 高齢者の健康づくりという新たな分野に高齢

者就労の受け皿が広がるというメリットもある。今

後は， 浮き彫りとなった課題に対する対策を検討

し， 更なる普及を目指す。

事業の実施にあたり多大なるご協力をいただいた埼玉

県内のシルバー人材センターの皆様， 視察を受け入れ，

情報提供をいただいた養父市高齢福祉部および養父市シ

ルバー人材センターの皆様， 養成研修にご尽力いただい

た小笠原資子氏， 曲淵尚子氏， 佐伯京子氏， 秦俊貴氏，

大曽根由実氏， データのとりまとめにご協力いただいた

太田陽子氏に深く感謝申し上げます。
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Possibility of diffusion and challenges of a frailty prevention class hosted  
by older adults: Efforts by the Saitama Prefecture Silver  

Human Resources Center Federation Headquarters

Yu NOFUJI*, Shoji SHINKAI*,2*, Yosuke OSUKA*,3*, Satoshi SEINO*,4*, Miki NARITA*,5*, Kumiko NONAKA*,  
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Objectives　Since 2018, the Saitama Prefecture Silver Human Resources Center (SHRC) Federation 
Headquarters and Tokyo Metropolitan Institute for Geriatrics and Gerontology has attempted to diffuse 
a business model in which SHRC members are compensated for operating a frailty prevention class. This 
activity report clarifies these efforts, examines the feasibility of diffusing this model based on each SHRC’s 
project implementation status, and summarizes the relevant issues.

Methods　To promote the commercialization of classes, all 58 SHRCs in Saitama Prefecture were offered (1) 
class programs comprising a multifactorial program (exercise, nutrition, and social interactions) and 
teaching materials, (2) training courses for frailty prevention supporters who manage the classes (three 
days × four blocks/year), (3) project information exchange meetings (held once annually), and (4) 
consultation support for project implementation. A questionnaire survey on the project implementation 
status was conducted among SHRC employees to evaluate the possibility of project diffusion based on 
adoption, implementation, and continuation. Furthermore, project implementation issues were catego-
rized using free descriptions as codes to create subcategories based on content and categories based on 
subcategory similarities.

Results　 Regarding adoption, among the 58 SHRCs, 43 (74.1%) participated in training courses for frailty 
prevention supporters and 34 (58.6%) implemented the project from 2018 onwards. Regarding imple-
mentation, 23 (39.7%) SHRCs provided rewards to frailty prevention supporters (67.6% of the SHRC 
that implemented the project). Regarding continuation, 21 of the 28 SHRCs (75.0%) that began the 
project by 2021 continued it for two years or longer. Moreover, implementation challenges related to proj-
ect initiation, supporters, new entrants, and class management were categorized.

Conclusions　 More than half of the SHRCs implemented the project, 40% of SHRC provided rewards for frailty 
prevention supporters, and 75% of SHRCs that implemented the project continued working on it. Hence, 
the model may be extended to other regions. However, four issues have been identified. The model is likely 
to have a ripple effect, increasing the number of individuals involved in community frailty prevention and 
creating attractive employment opportunities for the elderly. We intend to address these challenges and 
disseminate our model further.
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